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2　　広報サンテックス

　新年あけましておめでとうございます。
　皆様におかれましては、輝かしい令和８年の新春
を健やかにお迎えのことと心よりお慶び申し上げま
す。また、旧年中は公益財団法人長崎県産業振興財
団の活動に対し、多大なるご支援とご協力を賜り、
心より感謝申し上げます。

　世界経済は、地政学的リスクの高まりやエネル
ギー価格の変動などの影響により、依然として不確
実性の高い状況が続いております。国内においても、
物価上昇や賃金の引上げ、さらには人口減少・少子
高齢化に伴う人手不足など、構造的な課題が引き続
き顕在化しており、産業界を取り巻く環境は刻々と
変化しています。一方で、生成AIをはじめとするデ
ジタル技術や脱炭素分野における技術革新が新たな
事業機会を創出しており、地域産業においても、こ
うした変化を前向きに捉えた積極的な取り組みが不
可欠であり、企業経営には、これまで以上に戦略的
な視点と柔軟な対応力が求められています。

　県内では、再生可能エネルギーや先端産業の立地・
投資が着実に進展しており、特に五島市沖では、今
月から国内初となる浮体式洋上風力発電所の運転が
開始されました。
　地域の再エネ導入は産業の新たな需要を生むとと
もに、関連サプライチェーンや雇用創出へと波及す
ることが期待されます。

　また、半導体分野に関しては、県が「長崎県半導
体産業成長戦略」を掲げ、県内企業の新規参入及び
規模拡大をはじめ、関連産業の集積や人材育成・確
保を推進しているほか、ソニーセミコンダクタマ
ニュファクチャリング株式会社の生産拠点の増強や
京セラ株式会社による諫早市での新工場建設など、
県内での設備投資や工業団地整備が進んでいます。
これらの動きは地域経済の基盤強化と県内企業の受
注機会拡大に繋がるものと考えております。

　こうした情勢を踏まえ、当財団は改めて「現場第
一主義」を堅持し、県内外の企業様との対話を重ね、
経済情勢や企業活動の実態を深く理解することで、

「企業とともに考え、行動する産業振興財団」として、
以下の三本柱を中心に、県内企業の皆様の持続的な
発展を総合的に支援してまいります。

　第一に、「製造業を中心とした中小企業の取引拡
大・販路開拓支援」です。県内中小企業の皆様の販
路開拓を強力に後押しするため、発注ニーズ調査や
県外企業訪問を通じて新たなビジネスチャンスを創
出いたします。年２回の大型商談会「ビジネスマッ
チングフェア」に加え、他県支援機関との合同によ
る広域商談会の開催や個別ニーズに応じた商談機会
の提供により、タイムリーな情報提供を実施し、取
引マッチングを促進してまいります。

　第二に、「県外からの企業誘致の推進」です。県
や地元市町と緊密に連携し、次なる基幹産業の創出・
育成に資する成長分野の県外企業に対し、積極的な
誘致活動を展開するとともに地域への波及効果の最
大化を図り、新たな雇用の創出と産業構造の多角化
に貢献してまいります。

　第三に、「研究開発・事業化への支援」です。こ
れまで技術相談や助成事業を通じて、開発の初期段
階から本格的な商品化研究まで幅広い支援を行って
まいりました。今後はさらに、大学や公設試験研究
機関との連携による共同研究、産業支援機関との連
携による事業化支援を強化し、新技術・新製品・新
サービスなどの創出を積極的に後押ししてまいりま
す。

　このほか、「長崎県ネクストリーディング企業」
など成長意欲の高い事業者への伴走支援や、プロ
フェッショナル人材とのマッチングを通じた経営課
題の解決にも注力し、県内企業の皆様の「攻めの経
営」への転換を支援してまいります。

　私ども長崎県産業振興財団は、これらの多岐にわ
たる取り組みを通じて、人口減少や県民所得の低迷
といった本県の構造的な課題の解決を目指し、地域
経済の活性化と良質な雇用の場の確保に全力を尽く
してまいりますので、今後とも、一層のご理解とご
支援を賜りますようお願い申し上げます。

　結びに、令和８年が皆様にとりまして、実り多く、
幸多き一年となりますよう、心より祈念申し上げ、
新年のご挨拶とさせていただきます。

令和８年１月吉日

公益財団法人　長崎県産業振興財団

　　　　理 事 長 　廣　田　義　美

新年のごあいさつ



＼製造業者の取引拡大や販路開拓を支援／
　県外から県内に仕事を持ってくるためには、まずは県内企業の技術力・能力を知ることから始まります。
　財団では、日頃から県内外の企業訪問や発注ニーズの調査等を実施し、発注案件がある県外企業や新規取引
先を求めている県内企業等の情報を把握し、県内企業との取引マッチングを支援しています。
　発注案件に応じて対応可能な企業を個別に紹介するほか、「ビジネスマッチングフェア（長崎県単独開催）」
や九州各県支援機関と合同で開催する「取引商談会」、案件ごとに県外企業を招聘して個別の商談を行う「スポッ
ト商談会」など、各種支援を通じて新たな商談の機会を提供しています。
　更にビジネスマッチングフェアでは、翌日に発注企業による県内企業視察も実施しています。

　長崎県には造船業で培ってきた高い金属加工技術を有する企業が多く、この強みを活かして次世代の基幹産
業として期待される航空機産業や半導体関連産業、更に洋上風力発電関連産業に参入する企業の受注拡大や新
規取引の支援にも取り組んでおります。
　航空機や半導体関連では専門の展示会への出展支援、洋上風力発電関連では先進地の視察や最新情報を共有
するためのセミナーの開催など、各分野で県外企業とのマッチング機会の創出に向けた支援を実施しております。
　また、脱炭素に向けた取組みを支援するため、複数の企業で連携し受注拡大に取り組むグループを組成し、
補助金やコーディネータによる事業拡大等の支援も実施しております。

　今後、新規取引、事業拡大、新たな取り組みを検討されている企業様は是非ご活用ください。

ビジネスマッチングフェアや展示会出展の募集など最新の情報は財団ホームページ「よかネット長崎」、
メールマガジン（毎週木曜日）でお知らせします。　

（お問合せ先）取引振興課　　　電話：095-820-8860

　当財団の取引振興課では、県内の製
造業者の取引拡大のために様々な支援を
行っています。主な活動を紹介します。

例えば
⚫機械加工､ 製缶､ 板金､ プレス加工､ 表面処理 などの発注案件
⚫�航空機産業､ 半導体関連産業､ 洋上風力発電関係などの各分野か
らの新規取引案件があります

【取引拡大のための財団の支援事例】

取引振興課の業務を紹介します！
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仕事の発注

訪問
訪問

情報提供
（情報収集）

県内企業 県内外の発注企業財団

営　業　活　動

発注ニーズ調査

複数の企業が連携する
企業グループの取り組みも
支援します！

Ｒ８．２月のシンガポールエ
アショーには長崎県ブー
スに５社が出展予定。
国内の航空機産業展示会
にも毎年出展しています

［九州］半導体産業展に県内企［九州］半導体産業展に県内企
業６社が共同出展（R7.10.8-9）業６社が共同出展（R7.10.8-9）

海洋産業推進セミナーを開
催（R7.11.5）
洋上風力発電など海洋エネ
ルギー分野の最新情報を共
有

ビジネスマッチングフェビジネスマッチングフェ
ア（毎年７月､２月）では、ア（毎年７月､２月）では、
新規取引先を開拓新規取引先を開拓
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有限会社 岸川製作所
　代表取締役　岸川 海志 氏
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長崎市で唯一のスピニング加工技術

　岸川製作所の始まりは、現社長の祖父が自宅で立
ち上げた、小さな個人の鉄工所でした。創業まもな
く、近隣にあった三菱電機株式会社の協力工場とな
り、モーター機器のカバー部品などの板金加工を請
け負うようになります。事業の拡大とともに、
1981年（昭和56年）に有限会社として新たな体制
がスタートしました。

　この頃に磨かれた技術のひとつが“スピニング加
工”です。金属板を回転させながら金型に押し当て、
カーブ形状をつくる加工法で、熟練技術が求められ

　有限会社 岸川製作所は、設計から製造、組
み立てまで一貫対応する精密板金加工のエキス
パートです。半導体、食品、医療、交通など多
様な産業のニーズに応え、社会を支えています。
2025年８月に稼働した新工場でさらなる成長
を目指す、３代目社長・岸川海志さんにその思
いを伺いました。

取引エリアは九州全域、山口県にも及ぶ
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ます。現在でも習得に約10年かかるといわれ、長
崎市内ではここだけの技術です。
　新人への継承にも力を入れており、工場見学者に
強い印象を残す、工場の花形となっています。

精密板金加工で 事業領域を拡大

　大きな転機となったのは、1995年（平成７年）
に注力した半導体分野への参入です。
　ステンレスやアルミといった素材を扱う精密板金
加工に対応できるようになり、半導体、食品、医療
など多様な産業へ事業を拡大。
　近年は血液検体を扱う医療装置の部品製造にも取
り組み、精密板金加工は同社の中核事業として確立
されました。

コンビニのおにぎりから
新幹線のホームまで

　岸川製作所の部品は、私たちの身近な暮らしの中
でも数多く活躍しています。
　「食品分野では、コンビニのおにぎり製造機の部
品で国内シェアの約８割を占めています。回転寿司
チェーンのシャリを握るロボットや、うどんチェー
ンの製麺機の部品にも関わっています」と岸川社長。

　交通分野でも同社の技術は欠かせません。長崎市
の路面電車の空調カバーや、新幹線駅のホームドア
部品など、重要な社会インフラを支えています。
　「当社の技術が、身近な食品の安全や社会の仕組
みを陰で支えていることは、社員にとって大きな誇
りです」と社長は話します。

空調完備の新工場で
効率と働きやすさ向上

　2025年８月に稼働した新工場は、さらなる成長
の節目と岸川社長は話します。

　「これまで分散していた２カ所の工場を集約し、
移動による時間ロスを解消しました。
　複雑だった工場内の動線も見直し、作業が一方向
に流れるよう再設計したことで効率が大幅に向上し
ています。新設備の導入により、24時間自動稼働
も可能になりました。」

　そして新工場の大きな特徴が、工場全体の空調完
備。製造業では半導体工場や大手企業の一部を除く
と、まだ珍しい取り組みです。
　屋根には太陽光パネルを設置し、空調の電力負担
を抑える工夫も随所に施されています。

　「夏場は工場内の温度が40度近くまで上がること
もありましたが、その過酷な作業環境をようやく改
善することができました。働きやすい環境づくりは、
社員の満足度だけでなく、生産性や品質の向上にも
つながり、結果として私たちの強みになっていくと
思います」と続けます。

世代を超えたチームが力を発揮精度の高い加工を支える充実の設備

安定した品質を生む、快適な作業環境

部署を越えて情報が行き交う、開放的な事務所



　

6　　広報サンテックス

　新工場見学をきっかけに「ここで働きたい」と応
募する人も増え、月に１人ペースで入社が続くなど、
採用面でも好影響が生まれています。

現場を知る経営者として

　岸川社長の強みは、何より“現場のすべてを知っ
ている”ことです。工業専門学校を卒業後、関東・
関西の企業で板金加工や営業、スピニング技術を学
び、24歳で同社に入社。以降の約８年間は、一社
員としてあらゆる工程を経験してきました。

　「先代（父）の薦めで現場をしっかり学べたことは、
経営者となった今とても大きな財産になっています。
社員との信頼関係が築けましたし、業務の流れを理
解していることでコミュニケーションも取りやすい
んです」と岸川社長。

　一方で近年は、平均年齢40歳という組織の中で、
“近すぎず、遠すぎず”の距離感も大切にしている
といいます。

　「社長就任当初は、以前のように現場社員と直接
やり取りしていましたが、組織がよりスムーズに動
くためには役割を整理し、管理職が十分に力を発揮
できる環境を整えることが必要だと感じました。
　現在は年に２回、リーダー以上の社員と個別面談

有限会社 岸川製作所
https://www.kss-n.jp/
［instagram］@kishikawa_sheet_metal

［所在地］〒850-0078
	 長崎市神ノ島町３丁目526番地64

［ＴＥＬ］095-865-2136
［ＦＡＸ］095-842-4656
［E-mail］kss@kss-n.jp
［従業員］65人（2025年11月現在）
［業務内容］�精密板金加工（ステンレス、アルミ、

鋼板加工）、重電弱電関係薄板部品、
各種送風機部品、車輌用冷房装置部
品、食品機械部品、船舶艤装用薄板
部品、制御機器用薄板部品、他

を行い、目標の進捗や課題を共有する仕組みも設け
ています。」

　こうした“任せる体制”を整えていったことで、
社員一人ひとりが自分の役割に集中しやすくなり、
組織としての動きもより良い方向へ向かっていると
いいます。

未来への挑戦

　「半導体分野は一時期より落ち着いているものの、
AIをはじめとする新産業の拡大により、これからの
時代も需要は伸びていくと見ています。

　精密板金やスピニングなどの技術を生かし、設計
から組み立てまで一貫対応できる強みで、変化の早
い未来の産業にも柔軟に取り組む方針です。」

　こうした高い技術力や事業の強みを生かし、長崎
に仕事を呼び込んで雇用を創出し、設備投資を通じ
て地域に還元していくことも、岸川社長が大切にし
ている使命です。

　「長崎で培った自慢の技術力と、社員を大切にす
る環境。この二つを軸に、これからも地域に貢献で
きる存在であり続けたい。新しい技術や挑戦を通じ、
次の時代に向けて歩みを進めていきます。」

女性が約３割。働きやすさが活躍を支えるカフェのような休憩・打ち合わせ用のスペース
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ナガサキ地域未来投資促進ファンド助成事業ナガサキ地域未来投資促進ファンド助成事業
支援事例 Pick Up 当財団で行っている助成事業を活用した取組事例を紹介します

〇どんな製品を開発されたのですか？
　船舶のエンジンへ低圧LNGを供給する配管の設計から製作までを手
掛け、10隻以上の受注実績をもっていますが、新燃料（高圧LNG、メ
タノール、アンモニア、水素等といった高圧で爆発などの危険性を有す
る）に対応した二重配管を開発しました。

〇取り組んだきっかけは？
　いつも当社の製品を使ってくれる顧客から「次はこういうものが必要
になる」という情報があり、ニーズに応えたいという気持ちがあったこ
とです。　　　　　　　　　　　

〇取り組みされる中で一番苦労した点は？
　コストダウンと安全性のバランスに気を使いました。二重配管は、内
管と外管、内管を支持する部材で構成されていますが、従来品に比べて
構造をシンプルにすることによって部品点数を減らしつつ、必要な安全
性も確保できました。

財団では、令和８年度も下記の４つのメニューで助成事業を行います

　（１）メニューについて（事業名・助成率・助成限度額）
　　　　１．技術応用開発・事業化調査事業　　2/3以内　　300万円
　　　　２．商品化研究・開発支援事業　　　　2/3以内　　500万円
　　　　３．見本市出展支援事業　　　　　　　2/3以内　　100万円
　　　　４．認証取得支援事業　　　　　　　　2/3以内　　200万円
　（２）募集スケジュールについて
　　　　⚫受　付　期　間：１月中旬～３月中旬
　　　　⚫審 査 会 開 催：４月下旬頃
　　　　⚫採択案件の決定：５月中旬頃

中西商事株式会社
テーマ：低引火及び危険物燃料を供給する配管構造の開発

　本製品は新燃料をエンジンへ供給する管装置部品として、重要な役
割を担っております。
　製品開発の結果、溶接箇所の減少による信頼性及び製作効率の向上、
使用部品の減少によるコストダウンを実現させることができました。
　お客様の評価をいただき、現在６隻分の二重配管システムをご注文
いただいております。
　今後も受注拡大を見込んでおり、引き続きカーボンニュートラルに
向け貢献してまいります。

代表者の声

代表者：代表取締役　中西　憲治
所在地：兵庫県神戸市兵庫区西宮内町２番３６号
　　　　（県内事業所：長崎市籠町８－３０）
ＵＲＬ：https://www.nakanishi-shoji.co.jp

利用した
助成事業

技術応用開発・
事業化調査事業

Sea Japan 2024　出展

GASTECH CONFERENCE & EXHIBITION 2025 出展

（お問合せ先）研究開発支援室　電話：0957-52-1138

財団担当者から

　船舶の運航においても温室効果ガスの削減が求められるなか、当社は来るべき水素社会の到来に対応した
燃料配管を手掛けており、今後益々の発展を期待しています。

ナガサキ地域未来投資促進ファンド助成事業の募集について
（令和８年度）

お 知 ら せお 知 ら せ
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産学官連携による研究開発や事業化を支援
　財団では、中小企業の研究開発力を高め、地域経済の活性化と高付加価値製品の創出を支援するため「ナ
ガサキ地域未来投資促進ファンド」や「産学連携スタート補助金」といった補助金制度を準備しています。
　また経済産業省Go-Tech事業の事業管理機関の引き受けも行っており、県内企業の皆様の研究開発を積極
的にバックアップしています。
　ここでは産学官連携による研究開発の進め方について、Ｑ＆Ａ形式でご紹介します。

●初めての研究開発でのよくあるご質問を解説

Ｑ１：どういうことを相談できるの？
「研究開発の最近の動向について、大
学等専門家の意見を聞きたい」など技
術開発の相談、「補助金に申請したい」
「申請書の書き方を教えて欲しい」な
ど補助金申請の相談、「この新素材を
使った製品は実現可能か？」などのア
イデアに関する相談が可能です

Ｑ２：補助金はどんな研究開発が
　　　採択されやすい？

目指す開発技術の独自性や事業化の
可能性が高いなど各種項目がありま
すが、専門的な内容を分かりやすく説
明する必要があります

Ｑ３：費用はかかるの？
　　　自社の負担はどの位？
ファンド事業では、事業費の1/3以上の
自己負担が必要です。また事業完了後
の精算払いになりますので、資金調達
をして準備する必要があります

Ｑ４：小規模企業でも対象になるの？
中小企業・小規模事業者の技術開発を
バックアップすることが目的なので、
対象となります

Ｑ５：どのような成果が期待できるの？
コストの一部を補助金でまかなえる
ため、自社だけでは負担が大きい先端
技術や高付加価値製品の開発が可能
になります
また、大学や研究機関と連携すること
で、高度な知見やリソースを活用で
き、開発の速さや質が向上し、競争力
強化につながります

Ｑ６：相談はどうすればいいの？
「〇〇〇に関する新技術を開発したい
と考えている。使える補助金や申請方
法について教えて欲しい」や「〇〇〇
に詳しい大学の先生を教えて欲しい」
など気軽にご相談を！

★「産学連携スタート補助金」をご活用ください（令和８年度募集のご案内）
　この補助金は、「産学連携の最初の一歩を応援します」をキャッチコピーとして県内の中小企業が抱える
新技術・新製品・新サービスの開発等の諸問題について、大学等との共同研究や委託研究等によって解決し
ようとする産学連携に対して補助金を交付します。
　　　　　⚫対 象 者：県内企業（従業員規模100名未満、共同研究に初挑戦）
　　　　　⚫補 助 率：3/4
　　　　　⚫上　　限：100万円

⚫募集期間：毎年４月１日～９月末（随時）　※事業完了は翌年２月末までとなります

（ご相談・お問合せ先）研究開発支援室　　　　電話：0957-52-1138

財団事業
Information
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★Go-Tech事業に採択された研究開発事例

ハマックス株式会社 九州工場（佐世保）
　「腐食環境下における太径高強度ボルトの張力導入 長期安定管理手法の研究開発」のテーマで大型風力発
電機のタワーフランジ締結ボルトの評価環境とメンテナンス方法の開発を行っています。
　風力発電機の大型化に伴い締結ボルトも大型化し、ねじ径がＭ72やＭ80が求められるようになり、今まで
の試験機ではボルトの強度を測定出来なくなります。このため対応できる強度試験機を開発し、さらに大型
化したボルトでは、増し締め作業などのメンテナンスが容易には出来なくなることから、ねじの劣化モデル
の推定と対応したメンテナ
ンス方法も開発し標準化を
進めています。
　研究開発体制のメンバー
には、アドバイザーとして
風力発電機の認定機関と、
風力発電を行っている事業
者の川上/川下の両側の関
係者に参画いただいており、
適切な助言等により研究開
発に反映しています。この
ほか現場実施における遠隔
監視も盛り込むためにセン
サーとシステムの開発企業
にも参画してもらっていま
す。
　今後は、大型ボルトの出
荷に対応する環境を整備す
る予定です。

イサハヤ電子株式会社
　「蓄電装置向け広負荷範囲高効率次世代双方向DC-DCコンバータの開発」とい
うテーマで脱炭素社会を実現するためのキーパーツのひとつである高性能な蓄
電池にエネルギーを出し入れする双方向DC-DCコンバータの開発を行っています。
　エネルギー分野では、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーの導
入が推進されていますが、再生可能エネルギーは、気象条件等による発電量の
変動や自然災害による停電のリスクがあり、再生可能エネルギーの電気設備に
蓄電池を設置し電力網を
安定化させる必要があり
ます。
　今回の取組みにて、工
場やオフィス、行政施設
や病院などの様々な事業
所の電気設備に組込まれ
ている様々な電圧の蓄電
池に対して高効率かつ高
電圧で使用できる双方向
DC-DCコンバータが実現
することで、脱炭素社会
と省エネ化への貢献が期
待されます。

⚫汎用的な試験機は容量不足	 ⚫試験力容量6000kNでＭ72高強度ボルトに対応

⚫立型構造のため作業性が悪い	 ⚫横型構造、専用設計による効率的な連続試験

⚫半導体センサ信号線の取回し困難	 ⚫試験力とセンサ信号の同時収録が可能

従来技術

万能試験機（1000kN）

開発技術

開発した試験機

従来技術

〈単純並列運転〉
DC-DC １～５が均等に動作

〈対応電圧〉
400Ｖ

〈切替時間〉
50～1200ms

〈アダプティブ制御運転〉
負荷に応じてDC-DC ３～５は停止

DC-DC ２が補助回路として動作など効率化制御
〈対応電圧〉

800Ｖ
〈切替時間〉
10ms以下

新 技 術



ZAIDAN NEWS
財団からのお知らせ
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　DXの進展やｅコマースの急伸、消費者ニーズの変化など、事業環境が急速に変化する中、高成長への意欲と
潜在力を持ち、サービス産業分野において今後５年間程度で高い成長が期待される県内企業を「長崎県ネクスト
リーディング企業」として認定しています。また、認定企業のうちハンズオン支援を希望する企業には、当財団
や専門家等が今後の事業計画の策定やその実践を伴走型で支援してまいります。

県内で頑張る中小企業の皆様に役立つ情報を
お知らせします。

当財団が実施する事業やセミナー等の情報は、こちらでご案内しています よかネット長崎 検 索

令和７年度認定「長崎県ネクストリーディング企業」のご紹介
topictopic

2

立地企業のご紹介
topictopic

1

株式会社ディーソルHPP

　システム開発、アウトソーシング、印刷・発送業務を手がける「株式会社
ディーソル（代表取締役：今村 勇雄、本社：東京都中央区）」が、島原市に
新拠点「株式会社ディーソルHPP」の開設を決定し、7月24日に県、同市と
立地協定を締結しました。ディーソルHPPは、10月1日に開所しており、5
年間で100名の雇用を計画しています。

郵船出光グリーンソリューションズ株式会社

　ボイラ燃焼制御最適化システムの開発、販売を行う「郵船出光グリーンソ
リューションズ（代表取締役社長：梅原 慎史、本社：東京都品川区）」が長
崎市に新拠点「長崎R＆Dセンター」の開設を決定し、9月29日に県、同市
と立地協定発表式を開催しました。長崎R＆Dセンターは8月1日に開所して
おり、5年間で25名の雇用を計画しています。

お問合わせ先　　取引振興課（サービス産業担当）　　　電話：095-820-3091

企業名 本社所在地 主な事業
中島水産 株式会社 対馬市 するめの加工等の水産加工業
株式会社 松本ポートリー 島原市 鶏卵加工品の製造・販売
株式会社 コウセイプランニング 島原市 技術コンサルティング、海外への技術指導、特産品販売
株式会社 あづま屋 諫早市 菓子製造小売業

株式会社 ＢＥＳＴｉｅ（ベスティー） 長崎市
企業の人材面の課題に即したインドネシアの大学等との産学連携教育
カリキュラム策定・伴走支援、現地視察アテンド、産学連携教育カリ
キュラムに関する助成金企画・申請等

有限会社 西海園 東彼杵町 お茶製造、販売、小売

株式会社 エコショウ 佐世保市
一般廃棄物収集運搬、産業廃棄物収集運搬、産業廃棄物中間処分業、
家屋等解体業

株式会社 豊味館 佐世保市 食肉加工品、企画販売
万月堂 株式会社 長崎市 生菓子製造、小売業
株式会社 ヒューマングループ 佐世保市 自動車教習所、観光業、DX導入支援

有限会社 佐世保情報アカデミー 佐世保市
コンピュータサービス業（パソコンスクール、Web制作、コンサルティ
ング）
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2026年１月から「下請法」は「取適法」へ！
～新法律名（略称）：中小受託取引適正化法、通称：取適法（とりてきほう）～

　下請法の改正法が2026年１月１日に施行され、規制内容の追加や規制対象の拡大がなされるとともに、法律名も変更されまし
た。今回の改正は、物価や労務費の上昇を受けて企業の資金繰りを改善することや、必要なコストの価格転嫁を適正に進められ
るように法律で後押しするものです。
� 【参考資料】取適法ガイドブック（公正取引委員会）

〈改正事項〉
法律の題名・用語の変更

法律名 下請代金支払遅延等防止法
（下請法）

製造委託等に係る中小事業者に対する代金の
支払の遅延等の防止に関する法律（取適法）

用語の
変更

下請代金 製造委託等代金
親事業者 委託事業者
下請事業者 中小受託事業者

適用対象の拡大
　●適用基準に「従業員基準」を追加
　　従来の資本金基準に加え、従業員基準（300人､ 100人）が追加され、規制及び保護の対象を拡充
　●対象取引に「特定運送委託」を追加
　　�特定運送委託とは、発荷主が自社の事業のために行う物品の運送（例：自社で販売する物品を取引の相手方に運送する行為）
を、運送事業者（個人も含む）に委託する取引のこと

禁止行為の追加
　●「協議に応じない一方的な代金決定」を禁止
　　代金に関する協議に応じないこと、必要な説明を行わないことなど、一方的な代金決定を禁止
　●「手形払」等を禁止
　　�手形払が禁止されるとともに、その他の支払手段（電子記録債権等）についても、支払期日までに代金相当額満額を得るこ
とが困難なものを禁止

面的執行の強化
　●事業所管省庁に指導・助言権限を付与、報復措置の禁止に係る情報提供先にも事業所管省庁を追加

その他
　●製造委託の対象物品に金型以外の型等を追加
　●�書面交付義務について、中小受託事業者の承諾の有無にかかわらず、電子メールなどの電磁的方法による方法とすることが
可能に

〈取適法の概要〉 
〈適用対象取引〉　　　　　　　　　①取引の内容と②資本金基準又は従業員基準から定めています

（いずれかの基準に該当すれば適用対象）

対 象 取 引 取引の内容 資本金／従業員基準

　（１）　●「製造委託」「修理委託」「特定運送委託」
　　　　●「情報成果物作成委託」「役務提供委託」（プログラム作成､ 運送､ 物品の倉庫における保管､ 情報処理に限る）

　　　　　　
　（２）　●「情報成果物作成委託」「役務提供委託」（プログラム作成､ 運送､ 物品の倉庫における保管､ 情報処理を除く）

　　　　　　

義務･禁止事項、その他詳細は公正取引委員会、中小企業庁等のウェブサイトにてご確認ください。

委
託
事
業
者

資本金３億円超

資本金１千万円超３億円以下

常時雇用する従業員３００人超

中
小
受
託
事
業
者

資本金３億円以下（個人を含む）

資本金１千万円以下（個人を含む）

常時雇用する従業員３００人以下
(個人を含む)

改正により
追加！

のいずれかに該当

委
託
事
業
者

資本金５千万円超

資本金１千万円超５千万円以下

常時雇用する従業員１００人超

中
小
受
託
事
業
者

資本金５千万円以下（個人を含む）

資本金１千万円以下（個人を含む）

常時雇用する従業員１００人以下
(個人を含む)

改正により
追加！

のいずれかに該当
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事業継続計画（ＢＣＰ）の策定はできていますか？

事業継続計画（BCP）とは

　企業が自然災害、大火災などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、
中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継
続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことです。
　また近年は、自然災害だけでなくサイバー攻撃が増加しており、情報漏洩や自社の信用トラブルにも発展す
るなど「事業継続のリスク（引き金事象）」として課題が顕在化しています。

県内のBCP策定の現状

　ＢＣＰについて、帝国データバンク長崎支店がまとめた県内企業の意識調査の結果では、「策定している」のは
１３.５％、これに検討中も合わせた「策定意向あり」は３３.３％で、これは全国平均の４９.８％を大きく下回ること
が発表されました。策定していない理由として、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」が３８.０％でトップ、
次いで「策定する人材・時間を確保できない」でした。

※【参考資料】帝国データバンク 長崎支店「長崎県･事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2025年）」
　　　　　　調査期間：2025年５月19日～ 31日（インターネット調査）
　　　　　　調査対象：長崎県内企業264社、有効回答企業数96社（回答率36.4％）

どなたでも！　「長崎県版簡易BCP策定シート」 を活用しましょう

　事業継続は企業価値の維持に不可欠であり、緊急事態への準備は常に求められています。長崎県では、県内
の中小企業、小規模事業者の皆様のＢＣＰの普及向上のため、初めてＢＣＰを策定する中小企業者等の皆様が取り組
みやすいよう、最低限決めておくべき項目に絞り込んだ 「どなたでも！長崎県版簡易ＢＣＰ策定シート」を作成
しています。
　業種毎（卸･小売業､ 建設業､ 製造業､ 飲食業､ その他の業種）に、感染症用、大地震用、風水害用の策定シー
トと手引きが準備されています。小規模事業者やＢＣＰを初めて作成する方でも取り組めますので、ＢＣＰの取組の
第一歩としてご活用ください。（策定シートはどなたでもダウンロード可能です）

　●中小企業者等向け事業継続計画（ＢＣＰ）
　　お問合せ先：長崎県 経営支援課　　電話：095-895-2651

他社のBCP事例を参考に！　「大切なビジネスを守るBCP事例集」

　そうは言っても、どんなことを決めておけばよいのか悩むこともあります。九州経済産業局では、危機的状
況においても事業を継続できるよう様々な対策に取り組まれている九州地域の中小企業等の事例をテーマごと
にまとめた事例集を作成し、ホームページに公表しています。（事例集はホームページからダウンロード可能
です）

　●「大切なビジネスを守るＢＣＰ事例集」
　　お問合せ先：九州経済産業局 産業部 中小企業課 復興･事業継続推進室　　電話：092-482-5488

定期的な教育や訓練、内容の見直しも大切

　BCP策定後は、教育とともに定期的な訓練を実施することも大切です。実効性が高まるとともに、訓練の結
果などにもとづき、不足点や改良点などに気づき、見直しへとつながります。

　自然災害はいつやってくるかわかりません。地震だけでなく、近年の気候変動によりどの地域にも自然災害
が発生する恐れはあります。自分事と捉え、平時から備えておくことが大切です。

　　　　　　



新年明けまして
　おめでとうございます

令和８年１月
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〒857-1162 長崎県佐世保市卸本町 3-1モアビル２F
TEL （0956）37-8139
FAX （0956）37-8149

〒852-8145
長崎市昭和１丁目6-28 201
TEL・FAX （095）865-7980

https://www.tatujin.co.jp/ 〒852-8137 長崎県長崎市若葉町16番11号ブライト住吉５F

ジャパントランスネット協同組合員（全国ネット）

本社　長崎市田中町 1027-22

長崎受付センター　☎（095）838-2525
0120-382626

室内移動から全国発送まで

ピアノ・金庫・OA機器・精密機器

「思い」をのせて…

http://www.shiozuka.jp/Carry&Career
We Carry valuable article and memories.

大切なピアノ買取致します。

携帯でもOK!携帯でもOK!

鋼構造物、製缶、鉄骨建築
株式会社  平野工業所 〒859-0302　諫早市正久寺町1170

TEL（0957）24-8967  FAX（0957）24-8889
http://www.hiranokougyou.co.jp/代表取締役　平野 拓也



広報サンテックス

当社は三菱電機グループの一員として、高
周波・光デバイスの組立・検査工程の技術
開発及び製造を行っています。自動組立、
高速検査などの生産技術を駆使した新製品
の開発、高品質なものづくりを通して、世界
の通信インフラの発展に貢献しています。

メルコアドバンストデバイス株式会社

〒859-0133 長崎県諫早市高来町東平原970
TEL：0957-32-5677 FAX：0957-32-5195

ADMADM ADMADM

9001：2015

〒850-0874 長崎市魚の町6番6号
TEL.095-826-0211 FAX.095-825-0538
https://seibunsha.jp
Instagram：@seibunsha_print

長崎の街とともに70余年。

情報に「伝える喜び」を。
活版からオフセットへ、アナログからデジタルへ、そして次のプラスへ。
正文社印刷所はこれからも「伝える喜び」を創造して参ります。

SEIBUNSHA HP

正文社印刷所有限
会社

長崎駅前電停より徒歩 1分。
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2026　新年号　№ 372

クレインハーバー長崎ビル有料駐車場
24時間営業コインパーキング

長崎自動車道長崎 IC・ながさき出島道路から約 1 分。
出島資料館まで徒歩 5 分、長崎県美術館まで徒歩２分。
水辺の森公園、長崎出島ワーフなどをご利用の際にも、
とても便利です

［所在地］長崎市出島町１番 41 号（クレインハーバー長崎ビル１階）

〇昼間料金（7 時～ 19 時）　30 分／ 150 円
　【平日限定】最大料金 1,000 円

※ 7 時～ 9 時までの間に入庫の最大 20 台まで
※ 土曜、日曜、祝日を除く

〇夜間料金（19 時～ 7 時）　30 分／ 80 円



98,500円 57,490円 41,010円

県共済の （自動車事故費用共済）まごころ共済まごころ共済
任意保険等に関係なく、すべて契約者である「あなた」にお支払いします

特徴① 自動車事故のいざというとき契約車両の搭乗者
はもちろん相手方のケガと死亡も補償！

特徴② （相手への）賠償の共済ではありません。自賠責・任
意保険とは別に示談に関係なくお支払いします。

特徴③ 契約車両による事故の共済金はあなたにお支払
いします。事故の解決にお役立てください。

■共済掛金

10,000円①自家用乗用車

車　種（プレート色） 年掛掛金 月掛掛金

補　償　内　容

白 1,000円
5,500円②自家用軽乗用車 黄 550円
17,500円③自家用普通貨物車（2ｔ超） 白 1,750円
14,500円④自家用普通貨物車（2ｔ以下）白 1,450円
10,000円⑤自家用小型貨物車 白 1,000円
5,500円⑥自家用軽貨物車 黄 550円

すべての共済金は、共済契約者にお支払いします。
負傷者（被害者）が

契約者側の場合

死 亡 共 済 金 300万円

12～300万円 12～300万円

合計 300万円

入院日額 4,500円
通院日額 2,250円

30万円

相手側の場合

事故の日から180日以内に死亡さ
れたとき
（１事故につき）

365日（事故より１年間）
または３００万円限度

後遺障害共済金

入通院共済金

入通院臨時費用共済金
対物担保特約

（障害級別による）

（１事故につき）

（１事故につき）

共済契約者の経済的負担を補うため

契約者側にも過失のある場合
死亡臨時費用共済金（一時金
として支給）

契約者側にも過失のある場合
（３日以上の通院または入院
で、一時金として支給）

算定された額
を限度として
実費を支給

までの
実費を支給

合計 300万円

30,000円

他人の財物を破損・汚損・減失さ
せ、その損害額が２万円以上と
なったとき（１共済期間内に１回）30,000円

左記の日額より

までの
実費を支給

（１人あたり）

１事故につき入院、通院合わせて１日最高18,000円

※共済金は、１事故の総合計300万円が限度です。（特約を除く）

（R７.８時点）
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